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(3) H-17.10.2i・ 201<学/叡消〉東京地判4)(第201-¥}， 1ぶXIDB，交 H-
18. 10.26 (学/1削船東京高判)は，障害基礎年金不支給の処分の根拠となった国
民年金法，又は処分自体が，憲法 14条， 25条又は 31条に違反することを
根拠とする原告の取出し諮求については， iそのような取消しがされただけ
では障害基礎年金の請求が呉体的に可能となるわけではなjい， として斥け





















(ヰ) 日時17.10.27・222<学/取諮)東京地判(第222号， LEX/Ds)は， H司 17.
10.27・201<学/取消〉東京地判と同旨(潟判決{ふ際告〔向じく統合失謁疲〕が







H-16. 3. 24a <学/取消〉東京地判は，原告B，C， Dの取消し請求に関し，
昭和 60年法制定時においては， r fl可らの立法的手当をしないまま放置してお
くことは憲法 14条に違反する状態となっていたJとしながらも立法裁量ア


















としては消極的な司法観といえるが， H-1i.4.22 (学/取消)福陣地判， H叩
17.10.27 (学/取j出〉東京地潤ふ柔軟な法解釈5)により原告を救済しようと










































で，幼児}努力ヨら小学校 3年生ころまで， しばしば大設のめI鼠をtilし， 9~1Í:立の診療を子



















者{こ f初診日 j がある場合lこは係倹料を支払っていなくとも湾~装礎年金{e支給す
る然拠出詣U'e定めた滋旨から 20議室以上の学生にもi可条項を類推適用すべきである
と主張した。併せて，立法不作為に基づく国賠請求の:=ì::'If~ も行う c
3) 判決{ふ昭和 61年 12月18日， A大病院精神科における統合失調症であるとの
診断以前の i20歳米満の昭和 59年6月 12日:こは， B 17q科をと受診して胃腸炎との















6) 愛敬治二・法セミ 597一号 18J[ (2004)。






















(1) 5-53.10.19 (選(定数)/賠〉東京地判1)(籾符914-)'} 29 ffi[)は，原告らの













































































































































































































1) 昭和 51年 12月5日，衆議院議長選挙が行われた。東京都第7[玄の選挙区で選挙
擦を行使した者が， U/1fl 50 iド 10 月 1 日現夜.;f~毒液にした議員 l 人あたちの人口格







i09条， ilり条司凶R言法 1条 100(こより， 1i'ミ ~J，*1ft~求めたc
2) 本件訴えは，いずれも裁判所法 3条 i墳の法律上の辛子訟にあたらないとする政党
の代表者の反論について!1手{こI[a象的{二法令の効力{こっき遼滋審査をと求めたりj，
f本件議長主主数配分規定の改正行為それ自体を~Wf:;jとしているものではな j い r本符コ
の原告らと被鈴らとの|潟;こは法令の適用{こより終局的{こ解決しうるよ主体的な法律関













-1) 昭和 54fド10月iEl施行の衆議!涜議長選挙において。ヱ1工業県第 4[乏で選挙権主主行
使した毛まが，本件議員定数配分綴定が投票信li依{ニ絞笈(コ!こ楽祭第 4[三と兵隊探第5
JRとの間では，昭和 50王手 10Fl 1 日現在の議1~U 人あたりの人口数の比率が 3.入
選考会人数の比率が昭和 51年 9月l日現jfで3司48，昭和 52年 9Fl 1日君主主主で 3.5守，
昭和 53年 9月 1B現在で 3.7-1，昭和 5-1勾:9月l日現夜で 3.88)が途主ぎであるにも
かかわらず，内~41又:立図会議長がす次窓又はj必災によってこれを放資し，改正法童話そ
提出又は発議しなかったため原告らが総事11的苦織を受けたとして濁隠そiとめたc










i) 米沢広一・シュリ臨約 1313!号8fi[ (2006)っ
8) 赤坂iEi告・'1'防'1'5 i2C'[fIJH与193i)1i6 N以下 (2006)c 
ヲ) 野坂泰可・法教315号89fi (2006)。
10) ネ絞終予・法令解説資科総覧 28ヲ号82頁 (2006)，
1) 新井誠・法セミ 612号iifi (2005)。
12) なお，議論のコンテクストは異なるが， f不快感・焦燥感得:に立すして娯u:賠償を
認めても，それは名沼約な綴苦手賠償額になるかもしれず，名目上の損害賠僚は認め
られないとするのが遊説・ '[IJf7IJであるjが， fr主i賂制度のy'ii.視的機能からすれば，
:sEI上の償害賠鈴といえとも， これを?直ちに喜子定すべきではないj という主張があ
る。 E耳埜双子町家賠償法 218]を(l99i)
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